予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：感染症予防費　　　
	事業名　緊急肝炎ウィルス検査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　保健医療課　感染症対策係　電話番号：058-272-111（内3352）

　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　1,705千円（前年度予算額：1,036千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,036
	583
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	453

	要求額
	1,705
	1,108
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	597

	決定額
	1,705
	1,108
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	597


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      県内には、まだ、ウィルス検査を一度も受検したことのない方（医療保険

　　法その他の法令に基づく保健事業等のサービスを受ける際に肝炎ウィルス

検査を受けた方や、健康増進事業の対象者を除く）が多数いると思われる。
今後は、こういった方の早期発見を行い、早期治療により、肝炎、肝硬変、

肝がんへの移行を防ぐことが課題である。
（２）事業内容

　　　県内ではＢ型肝炎ウィルス陽性者が２万人、Ｃ型肝炎キャリアが３万人い

ると推定されているが、ウィルス陽性者・キャリアの多くは、肝炎、肝硬変、

肝がんへと移行するため、無症候性キャリアの早期発見、早期治療への結び

つけが必要であり、肝炎ウィルスの陽性率が高い高齢者の利便性を考慮し、

２０年１月から実施している医療機関委託での無料検査を継続する。
（３）県負担・補助率の考え方

    　当該事業は国1/2、県1/2の事業である。肝炎対策基本法第15条により、「国及び地方公共団体は、肝炎患者が必要に応じ適切な肝炎医療を受けることができるよう、肝炎患者に係る経済的な負担を経験するために必要な施策を講ずるものとする。」と掲げられているため、県の責務として妥当であると考える。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,705
	○受託医療機関におけるＣ型肝炎ウィルス検査及びHBs抗原検査
・検査費用　@6,780×240件＝1,627,200円

・事務手数料　@324×240件＝　 77,760円

	合計
	
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　47都道府県中39都道府県が実施している。また、国は平成26年度肝炎
対策関連予算を増額して概算要求している。
（２）後年度の財政負担
　　毎年度の予算事業であるため、27年度以降の状況は分からないが、国は

引き続き予算要求していく考えを示している。
（３）事業主体及びその妥当性
当該事業は、一般社団法人岐阜県医師会と委託契約を結び実施している。
岐阜県医師会は、肝炎診療専門医療機関、各地域医師会、各医療機関の医師
との連携を図ることができ、県内の多くの医師が加入している。そのため、

機関誌や地域組織等を活用し、積極的な受託を勧奨することができる。さら
に当該事業に係る受託医療機関のとりまとめ、個々の医療機関からの結果の
報告、費用の請求、支払を円滑に行うことが可能である。
　　　このことから、当該事業の委託先は一般社団法人岐阜県医師会が妥当であ

ると考える。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　事業開始後、これまでに当該事業による肝炎ウィルス検査受検者は860人であるが、県内には、まだ、肝炎ウィルス検査を一度も受検したことのない方が多数いると思われ、早期発見、早期治療により、肝炎、肝硬変、肝がんへの移行を防ぐためにも、肝炎ウィルス検査の必要性を広く周知するとともに、受検者の利便性に配慮した肝炎ウィルス検査受検体制の整備を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	緊急肝炎ウィルス検査受検者数
	0
（H  ）
	33
（H22）
	26
（H23）
	36
（H24）
	240
（H26）
	15％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成26年度1月18日に「肝炎治療コーディネーター養成講習会」を開催する予定である。専門知識を持った人材を養成し、今後も肝炎ウィルス検査の早期発見、早期治療の重要性、肝炎ウィルス検査の必要性、肝炎についての正しい知識の普及、予防のための知識の啓発などを進めていく。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成25年度8月末現在受検者数113名（昨年度同時期14名）と増加しているが、引き続きウィルス肝炎検査の必要性や正しい知識の普及啓発に取組むことで、さらに受検者の増加が見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　ウィルス陽性者・キャリアの多くは、肝炎、肝硬変、肝がんへと移行するため、無症候性キャリアの早期発見、早期治療への結びつけが重要であり、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　平成21年度には79人だった受検者が、平成24年度には36人と減少していたが、平成25年8月末時点で113人と増加している。しかし、今後も状況をみながら引き続き医療機関委託の無料検査についての普及啓発を行う必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　平成25年度より保健所を介しての検査申し込みをやめ、直接医療機関を受診する方法に変更した結果、受検者が増加したため効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　肝炎ウィルスの持続感染者ということを知らず、適切な治療を受けていない方に対して、肝炎ウィルス検査受診を促す普及啓発が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　肝炎ウィルス検査の未受検者はもとより、過去に受検はしたものの結果を正確に認識していない方を含め、肝炎に対する正しい知識の普及に引き続き努める。



